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寄せてみる
５月29日、2025年国勢調査の人口速
報集計結果が公表された。５年ごとの
調査であるが、この５年間で日本社会
は大きく姿を変えた。高齢化に加え、
人口減少と少子化は全国へ広がり、そ
の影響は地方でより鮮明になっている。
都道府県別の人口減少率は全国平均で
2.5%減であったが、秋田県8.1%減、
青森県7.9%減など、地方圏では深刻
な人口流出が続いている。
私が暮らす能登半島では、2024年能
登半島地震がその流れをさらに加速さ
せた。珠洲市は全国最大の34%減、輪
島市も26%減と、数字の上でも現実の
暮らしの上でも人口減少は極めて深刻
である。若年層だけでなく、住まいを

失った高齢者も地域を離れた。この姿
は決して能登だけの特殊事情ではなく、
日本の地方がこれから直面する未来を
映し出しているように思える。
病院は地域と極めて密接な存在であ
る。病院がなくなれば、人は安心を求
めて地域を離れる。一方、人がいなく
なれば患者は減り、病院も存続できな
い。病院と地域は表裏一体なのである。
だからこそ病院経営は医療だけではな
く、地域の人口動態や産業、まちづく
りまで見据えなければならない。
７月には新たな「地域医療構想策定
ガイドライン」が示され、2040年を見
据えた地域医療構想の議論が始まった。
人口減少を前提とすれば、病院の機能
分化や再編、連携の強化が避けられな
い地域も少なくない。しかし、それは
病院だけの議論ではなく、地域そのも
のをどう維持し、再設計するかという
問題でもある。
地方では、医療・介護だけでなく、
買い物や交通、さらには水道や電力な

どの生活インフラまで、現在の人口密
度のままで維持することは難しくなる。
この現実から目を背けることはできな
い。
そこで私が提案したいのが、「寄せ
てみる」という発想である。
もちろん、先祖代々の土地への思い
や、農林業など土地と共に暮らす生活
は尊重されるべきである。しかし、医
療や介護が必要になったときには、サ
ービスを無理に隅々まで届け続けるだ
けでなく、人がサービスに近づくとい
う選択肢も考えるべきではないだろう
か。
居住を一定程度集約し、その場所に
医療・介護・買い物・コミュニティ機
能を整備する。そして、その〝リアル〟
にAIやデータ、遠隔医療などのデジ
タル技術を組み合わせ、限られた人材
でも医療アクセスを維持する。人を増
やして支える時代から、生産性を高め
て支える時代への転換である。
「寄せてみる」という発想は、人を

切り捨てることではない。限られた人
材と資源の中でも、誰もが必要なサー
ビスを受けながら安心して暮らし続け
られる社会を実現するための、新しい
地域づくりの発想である。
その実現には、地域の覚悟が欠かせ
ない。人口減少社会では、すべてを現
状のまま維持することはできない。ど
こに人が住み、どこに医療や介護、生
活サービスを集約していくのか。その
将来像を、まだ選択肢のある今こそ地
域自らが描き、決断することが求めら
れている。関東大震災後、後藤新平は
百年先を見据えた都市計画を進めた。
人口減少という歴史的転換点に立つ私
たちにも、未来世代に責任を持つ覚悟
が必要ではないだろうか。
人口減少は避けられない。しかし、
未来は現状の延長線上にはない。「寄
せてみる」という発想こそが、2040年
に向けて医療アクセスを守り、地域を
守る、新しい社会設計の第一歩になる
と私は信じている。

医論・医見・私点
全日本病院協会会長　神野正博

令和８年７月 28 日に発生した熊本地震により、犠牲になられた方々に謹んでお悔やみを申し上げますとともに、
被災されたすべての方々、現在も避難を続けている方々に心からお見舞いを申し上げます。
被災地の一日も早い復旧・復興を心よりお祈り申し上げます。

全日病は７月28日、令和８年熊本地
震の発災直後に「熊本地震災害対策本
部」を設置した。翌29日には、全日病
の熊本県支部長で同救急・防災委員会
を務める上村晋一委員長が熊本県庁に
おける災害対策本部に入り、現地と全
日病の対策本部との間で１日２回、対

策会議を開いて対応などを協議する体
制を構築した。

８月１日から神野会長も現地へ
「AMAT支援、人材不足対応も」
全日病の神野正博会長は７月30日、

「全日病ニュース」の取材に応じ、全日

病が組織する「災害時医療支援活動班」
（Al l 	 J a p an 	 Ho sp i t a l 	 Med i c a l	
Assistance	Team＝AMAT）」の活動
に言及、「AMATの一番のミッション
である病院支援について、熊本の宇城
総合病院や東病院においては、震災に
伴う業務量に対して人材が不足してい

ると訴えられている」と明かし、「AMAT
の対応もそうした病院に向けるべきだ
という話をしている状況」と説明した。
自身も８月１日から熊本入りして現地
の会員病院などを訪問。必要な支援に
ついて現場から聴取する予定だ。
AMATの支援については７月30日
現在、現地から見た必要な支援のあり
方や、隊の派遣について議論中。公助
としての支援と、全日病の互助として
の支援といった両面から支援のあり方
について具体化を進めている。

救急・防災委の上村委員長が熊本県庁の本部入り
「熊本地震災害対策本部」を設置

全日病

全日病の神野正博会長は７月30日午前、令和８年熊本地震で被災した熊本県支部の会員病院に宛てたメッセージを送った。ここに全文を掲載する。

全日本病院協会熊本県支部　会員病院の皆様へ

	 公益社団法人全日本病院協会
	 会長　神野正博

去る７月28日16時27分に発災した令和８年熊本地震に際し、熊本県支部会員病
院の皆様におかれましては、被災された住民への対応に加え、日常診療の継続、
さらには自院の復旧作業など、発災直後から想像を絶するご負担の中で懸命に医
療を守り続けておられることと拝察いたします。
特に震源に近い地域で大きな被害を受けられた病院の皆様に、心よりお見舞い
申し上げます。また、地震による直接被害に加え、爆発事故等により尊い命を失
われた方々に対し、謹んで哀悼の意を表します。
全日本病院協会では、発災当日より本部に災害対策本部を設置し、熊本県支部
長で全日病救急防災委員会委員長の上村晋一先生と緊密に連携を取りながら対応
を進めております。上村先生には、29日朝より熊本県庁災害対策本部に入り、現
地の状況を本部へ逐次お伝えいただいております。また、先遣AMAT（全日本
病院協会災害医療支援チーム）として、大牟田市のヨコクラ病院の皆様には、29
日早朝より熊本県庁災害対策本部で支援活動に当たっていただいております。
さらに全日本病院協会では、AMATの継続派遣を決定し、第１陣として関西
以西の会員病院へ、続いて関東以西の会員病院へ出動要請を行い、全国から支援
チームが続々と熊本へ向かっています。加えて、多くの会員病院から人的・物的
支援のお申し出が寄せられており、全国の仲間が熊本を支えようと立ち上がって
います。
私自身、令和６年能登半島地震で被災した病院の責任者として、多くの皆様か
ら「かゆいところに手が届く」温かいご支援をいただきました。その経験から申
し上げます。どうか決して一人で抱え込まないでください。必要な支援は遠慮な

く本部へお知らせください。どんなに小さなことでも構いません。皆様が地域医
療を守るために必要な支援は、全日本病院協会として全力でお応えしてまいりま
す。
AMATの本質的な使命は、「病院を支えること」です。被災地では、建物や設
備だけでなく、医療従事者の疲弊や人員不足が病院機能を大きく低下させます。
その負担を少しでも軽減するため、人的支援をはじめ、病院運営そのものを支え
る仕組みとしてAMATをさらに充実させてまいります。

私たちは、会員病院とともにあります。

全日本病院協会は、全国2,600の会員病院が互いに支え合う共同体です。災害
は一つの病院、一つの地域だけで乗り越えるものではありません。全国の仲間が
熊本と心を一つにし、「熊本の病院を決して孤立させない」という強い決意のもと、
総力を挙げて支援を続けてまいります。
今、熊本の地域医療を守るために最前線で踏ん張っておられる皆様の努力に深
く敬意を表します。そして、その踏ん張りを支えることこそが、私たち全国の仲
間の使命です。困難な時だからこそ、全日本病院協会の連帯の力を発揮し、とも
にこの危機を乗り越えてまいりましょう。
猛暑が続いております。被災者の健康はもちろんのこと、医療従事者や支援に
当たる皆様ご自身の体調にも十分ご留意いただきながら、安全を第一に活動いた
だきますようお願いいたします。
皆様は決して一人ではありません。全国2,600の仲間が、常に皆様とともにあ
ります。

熊本県支部会員病院へメッセージ私たちは、会員病院とともにあります。
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全日病は、医療関係団体や医療産業
関係団体、経済界、報道機関、学識経
験者らが集い〝控除対象外消費税〟の
問題などについて解決策を見出すため
の会議体「医療と消費税に関する国民
会議」への参画を機関決定した。７月
18日に常任理事会が承認したのを受け、
決めた。同国民会議は現在、立ち上げ
に向けた準備中で、８月７日に「設立
準備会」を開催して正式な発足に向け
始動する予定だ。医療と消費税をめぐ
る現状について国民的理解を深めると
ともに、持続可能な医療提供体制の実
現に向け、政府や与党、関係機関など
に対して必要な提言を行うなどの活動
を計画している。

神野会長「益税と損税の双方を解消」
全日病の神野正博会長は本参画につ
いて全日病ニュースの取材に応じ、「控
除対象外消費税の問題は、病院だけの
問題ではなく医科診療所、歯科診療所
を含む医療界全体の問題だ。診療報酬
を増額して解決する問題でもなければ、
医療機関への補助金で解決する問題で
もない」との考えを表明。その上で、「税
の問題は税制で解決するという原則に

立ち、すべての医療機関を同一の課税
制度に置き、実際の仕入れと設備投資
に応じて仕入税額の控除・還付を認め
るべき」と主張した。「それによって、
益税と損税の双方を解消し、医療機関
の規模や種別に左右されない、公平で
透明な制度を実現できる」とも述べ、
課税化へ移行する意義を強調した。
さらに、「医療機器の更新、病院の
建替え・耐震化、そして医療DX、AI、
ロボティクスへの投資を促し、人口減
少下における持続可能な医療提供体制
の構築にもつながる。これは病院のた
めの特例ではなく、診療所を犠牲にす
る改革でもありません。すべての医療
機関を公平な消費税制度の中に戻す改
革です」と訴えた。
８月７日に開催予定の「設立準備会」
では、同日時点で参画を決定している
団体などが集い、今後の進め方などに
ついて協議する。同日時点で参画を表
明していない団体への声がけ要否など
も検討する可能性がある。
（2026年８月５日時点の情報に基づく）

診療報酬での対応が複雑化
日本の公的医療保険制度における消

費税の取扱いは年々複雑さを増してい
るのが現状だ。医療機関は、医薬品や
医療機器の購入、設備投資、委託費、
光熱費などにおいて消費税を負担して
いる一方、診療報酬が非課税となって
いるため、仕入税額控除は受けられな
い状況が続いている。結果として〝控
除対象外消費税〟と呼ばれる実質的な
負担が常態化している。
厚生労働省は、同負担の解消を目的
に、診療報酬改定で医療機関が負担す
る消費税分を上乗せして対応してきて
いるが、医療機関ごとに高額な医療機
器を購入する頻度やタイミング、設備
投資の時期などが異なるため〝控除対
象外消費税〟の負担は千差万別。厚労
省の調査でも、診療報酬による補てん
率にはバラつきが生じている状況が明
らかになっている。

〝補てん〟もバラつき
過去には計算ミスを厚労省が陳謝
また、消費税が３%、５%、８%、
10%と変遷していくたびに補てん措置
の方法が異なっている状況、複数回の
改定を経て、一部の補てん分は単純に
引き剥がせない〝溶け込んだ状態〟と

なっている点も、事態を複雑にしてい
る。加えて、2020～2022年度では補
てん率の計算で複数の誤りが生じてい
たとの実態が判明し、厚労省が陳謝す
る事態も生じている。昨年10月、「医
療機関等における消費税負担に関する
分科会」では、補てん率の計算に誤り
があったと公表。主な誤りは、▽2021
～2022年度に「水道光熱費」を未計上
▽2020～2021年度の生活保護法等の
公費負担医療分を未計上▽2021年度の
保険薬局分の計算における2022年度の
NDBデータを使用―など。
補てん率を把握している中では最新
データとなる2022年度では、全体の補
てん率が7.2ポイント減の98.9%、医科
全体では7.8ポイント減の99.3%だった。
ただ、病院全体では9.1ポイント減と
なっていたものの正確な補てん率でも
103.7%と100%超だった。一方、一般
診療所は5.1ポイント減の89.5%で、修
正前でも94.6%と100%未満だったのが、
修正後さらに下がっている（全日病ニ
ュース2025年11月１日号を参照）。

神野会長「医療の課税化は医療機関を公平な消費税制度の中に戻す改革」
「医療と消費税に関する国民会議」への参加を機関決定

全日病

全日本病院協会　会長　神野正博

令和８年熊本地震被災地支援の訪問報告

新たな時代に必要な「病院を支えるAMAT」を考える

はじめに
このたびの令和８年熊本地震により、お亡くなりになられた方々に謹んで哀
悼の意を表しますとともに、ご遺族の皆様に心よりお悔やみ申し上げます。ま
た、被災された皆様に心よりお見舞い申し上げ、１日も早い復旧・復興をお祈
り申し上げます。現地を訪問し、被災された医療機関や地域の状況を直接伺う
機会を得ましたので、概要を報告します。
７月28日16時27分に発災した令和８年熊本地震を受け、全日本病院協会で
は直ちに災害対策本部を設置し、支援体制を立ち上げました。熊本県支部長で
あり、本会救急・防災委員会委員長でもある上村晋一先生には、発災直後から
熊本県庁保健医療調整本部にリエゾンとして入っていただき、現地と本部を結
ぶ中核的な役割を担っていただいております。
私自身、令和６年能登半島地震で被災した病院の責任者として、被災病院の
課題をいかに迅速に把握するか、そして声を上げにくい病院や遠慮して支援を
求められない病院のニーズをいかに感じ取り、汲み取るかが極めて重要である
ことを痛感しました。その経験を踏まえ、８月１日、全日本病院協会の山田事
務局長とともに熊本県を訪問し、熊本県庁ならびに支援要請のあった会員病院
を訪問しました。現場の実情を直接伺うとともに、「私たちはともにある」とい
う全日本病院協会のメッセージを直接お伝えすることを目的とした訪問です。

行程

午前６時20分羽田空港発の便で熊本
空港へ向かい、熊本県庁防災センター
内保健医療調整本部を訪問しました。
その後、

	杉村病院
	東病院
	くまもと南部広域病院
	宇城総合病院
	八代市医師会立病院
	熊本機能病院
を訪問し、午後８時熊本空港発羽田空
港行きの便で帰京しました。

現地の状況

熊本空港から熊本市内、さらに東病
院までの沿道では、車窓から確認でき
る被害は比較的軽微でした。一方、東
病院から宇城総合病院へ向かう途中で
は、爆発事故により甚大な被害を受け
たイオンモール周辺を通過しました。

通常、火災では黒く焼け焦げた光景を
目にしますが、一帯が白く覆われてい
たのが非常に印象的でした。
宇城総合病院から県道34号線を経て
氷川町、八代市へ向かう途中では、宇
城市から氷川町にかけて、また八代市
の一部でも建物の大きな損壊が散見さ
れ、特に氷川町では道路の段差や凹凸
が目立ちました。
しかし、宇城市、氷川町、八代市と
も、比較的新しい店舗で平常どおり営
業している店が多数認められ、震源が
浅かったこともあって被害が局所的で
あったことを実感しました。
なお、県道34号線、国道３号線とも
に高速道路通行止めと道路の一部損傷
の影響による著しい渋滞が発生してお
り、宇城から八代間の移動には約２時
間を要しました。

今回の熊本地震が示した教訓

今回の訪問を通じ、これまで経験し

てきた広域災害とは異なる特徴を強く
感じました。過去に経験した震源の深
い地震では、広範囲にわたり道路や建
物、病院が等しく大きな被害を受けま
した。一方、今回の熊本地震は浅い活
断層を震源とする地震であったため、
被害は極めて局所的で、地域によって
被災状況に大きな差が見られました。
発災後４日目の訪問時点で物流はす
でに回復し、福岡方面から熊本市内へ
の物資供給はほぼ平常化していました。
熊本～八代間では高速道路の通行止め
に伴い一般道で著しい渋滞が発生して
いたものの、道路自体は通行可能であ
り、多くのドラッグストアやスーパー
マーケット、コンビニ、ガソリンスタ
ンド、飲食店も通常営業を再開してい
ました。被災地域であっても、社会イ
ンフラや物流機能が比較的早期に回復
したことは、今回の災害の特徴の一つ
と言えます。
ただし、今回の災害がこれまでと大
きく異なる、「酷暑下で発生した災害」
であるという点には注目すべきです。
今後は外傷患者への対応だけでなく、
熱中症や感染症の増加、さらには避難
生活を送る高齢者をはじめとする災害
弱者への対応、災害関連死の予防が、
災害医療の中心課題になっていくもの
と考えられます。
また、現場を訪問して改めて感じた
のは、災害時に真に地域医療を支える
のは、新たな地域医療構想でいう急性
期拠点機能病院だけではないというこ
とです。日頃から地域住民を支えてい
る地域急性期病院や回復期・慢性期の
病院、そして高齢者救急を担う病院が、
その機能を維持し続けることこそ、被
災地の医療を守る鍵となります。新た
な地域医療構想においても、こうした
病院の役割は平時だけでなく、災害時
を見据えて評価されるべきであると強

く感じました。
さらに、今回の訪問を通じて、AMAT
の本質的な役割も改めて確認すること
ができました。AMATは災害現場で
傷病者を診療するだけではなく、疲弊
した病院を支え、医療従事者を支え、
病院機能そのものを維持するための
「病院支援チーム」として極めて重要
な役割を果たしていました。この機能
は、今後ますます重要性を増していく
ものと考えます。
今回の熊本地震は、これまでの災害
医療の前提を改めて見直す契機となる
災害だと感じています。全日本病院協
会としては、「病院を支えるAMAT」
という機能をさらに発展・充実させる
とともに、高齢者救急、地域急性期、
回復期・慢性期医療を担う会員病院の
役割を災害医療の中核として位置付け、
新たな時代に対応した災害医療体制の
構築に取り組んでまいります。
今回の訪問で感じたことは、全国
2,600の会員病院が互いに支え合うこ
との大切さです。平時から地域医療を
支えている病院こそが、災害時にも地
域を支える最後の砦となります。全日
本病院協会は、「私たちはともにある」
という理念のもと、これからも会員病
院とともに歩み、災害に強い持続可能
な地域医療の実現に向けて取り組んで
まいります。

� （次ページへつづく）

熊本県庁防災センターで
参集AMAT隊の朝の打ち合わせ
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厚生労働省は７月23日、「Understand,	
Exercise,	Nourish	and	Optimize	 for	
Better	Health」とのスローガンに基づ
く具体的な取組みをまとめた「U.E.N.O.	
Plan～攻めの予防医療厚生労働省関係
施策～」を公表した。重点的に取り組
む領域として、①栄養・食生活②がん・
循環器病等③歯科保健④認知症⑤リハ
ビリテーション⑥性差に由来するヘル
スケア―の６つをあげ、「共通した基盤
となる取組」には「データヘルスを基盤
とした『AI予防医療モデル』の構築」を
掲げている。

質の高いリハビリの評価を検討
「⑤リハビリテーション」について
は、科学的分析を活用したリハビリテ
ーションへの主体的な参加への支援が
重要との認識を示し、◇リハビリテー
ションへの主体的な参加を支援するポ
ータルサイト等の作成◇予防・医療・
介護を通じた切れ目のないリハビリテ
ーションの推進―などに取り組むと表
明。2026年度の診療報酬改定で評価を
拡充した入院後の早期リハや休日リハ
への加算の効果を検証しつつ、「質の
高いリハビリテーションの評価につい
て検討する」との方針も示した。

「予防医療」の範囲は、
発症後のフェーズ「三次予防」まで
同プランの内容は概要（図表）、本文、
参考資料で説明。本文は全15ページと
なっており、「予防医療」については、
◇病気にならないための「一次予防」
◇早期発見・早期治療の「二次予防」
◇発症後のフェーズでの「三次予防」
―という広い概念であると説明。「国
民一人ひとりの日常の心がけから、自
治体や企業による健診（検診）、急性
疾患が発症した後に重症化を予防し社
会復帰を目指すリハビリ等、個別疾患

の治癒を目的とした治療を除く健康に
資するあらゆる取組みが含まれうる」
と解説した上で、「医学的にエビデン
スのあるあらゆる予防医療が、国民一
人ひとりの健康の保持・増進に資する」
と意義を強調している。

2028年までにがん検診受診率60%
2029年までに特定健診受診率70%
がんについては、2028年までに検診
の受診率60%、精密検査受診率90%の
達成を目指す。職場におけるがん検診
の受診勧奨等を強化するほか、保険者
による取組みを推進するため、事業者

と保険者間の連携を促進する。自治体
による職域を含めた受診状況の把握や
未受診者への受診勧奨を徹底するとの
方針も示した。
循環器病の関連では、◇2029年まで
に特定健診受診率70%の達成◇特定健
診等の生活習慣病に関する健診の受診
促進◇保険者による健診、職場健診、
後期高齢者健診等の場を活用した積極
的な受診勧奨◇国立循環器病研究セン
ターにおいて、情報の一元化及びポー
タルサイトを用いた情報発信―などに
取り組む。

「AI予防医療モデル」を活用
保険者に対するインセンティブ検討
「共通した基盤となる取組」で掲げ
た「AI予防医療モデル」は、保険者に
よる予防・健康づくりの取組みを充実
させるため、データヘルスを基盤に構
築する。レセプトや健診情報などのデ
ータを踏まえ、各保険者・事業主の健
康課題に応じた保健事業を効果的かつ
効率的に実施できるよう、AIによる
健康課題の分析や効果的な保健事業の
選択肢の提示なども可能となるような
モデルを目指す。
また、同モデルを活用しつつ、保険
者による予防・健康づくりの成果創出
を促進するため、保険者に対するイン
センティブのあり方を検討する方針だ。

厚労省が検討の構え
医療界で高まる〝解決〟への機運
このような状況を踏まえ、全日病の
須田雅人常任理事が昨年11月28日、委
員を務める中医協・診療報酬調査専門
組織の「医療機関等における消費税負
担に関する分科会」で、課税化に向け
た検討を要望。今年４月８日の「中医
協総会」では、厚労省保険局医療課保
険医療企画室の吉田拓野室長が医療機
関における消費税負担の問題について
「我々としても議論したい、議論する
必要があると思っている」との考えを
表明。準備を進めるとの方針を示した

（同５月１日号を参照）。
今年５月には国際医療福祉大学が

「医療と消費税に関するシンポジウム」
を開催。元厚労省医務技監や元財務省
事務次官らに加え、自民党や日本維新
の会から国会議員も登壇し、控除対象
外消費税の問題について異口同音に
「解決しなければならない」と訴えた
（同６月１日号などを参照）。
同国民会議の発足により、議論をい
かに加速化させ、控除対象外消費税の
問題に対する患者・国民の認知をどの
ように獲得していけるのかが焦点にな
りそうだ。

自維合意「令和８年度末までに結論」
この間、政治の世界でも動きがあっ
た。自民党と日本維新の会による「社
会保障制度改革協議体」が合意した文
書、「社会保障改革項目に関する具体
的な骨子」では、13番目の項目として
「医療機関における高度医療機器及び
設備の更新等に係る現在の消費税負担
の在り方の見直し」をあげ、記載する
具体的な文言として「控除対象外消費
税」も採用しつつ、「補助金、診療報酬
及び税制上の措置による対応を含め、
必要な支援の在り方を検討し、令和８
年度末までに結論を得る」と明記した。
高度医療機器や設備更新、医療DX投
資など、医療機関が負担する控除対象

外消費税が一時的に大きくなる場合が
あることを念頭に対応策を検討するほ
か、新たな地域医療構想との関連で「地
域に不可欠な施設の建て替え及び改
修」の計画的な実施を支援する必要性
にも言及している。
昨年10月に両党がまとめた「連立政
権合意書」における「社会保障政策」に
関する記述の中では「控除対象外消費
税」の文言はなく、「医療機関における
高度医療機器及び設備の更新等に係る
現在の消費税負担の在り方の見直し」
との記述にとどまっていたことから、
政界での具体化にも注目と言える。

重点的に取り組むリハビリなど６つの領域を提示
攻めの予防医療を推進「U.E.N.O. Plan」を公表
厚労省

中医協・保険医療材料専門部会（保
材専、笠木映里部会長）は医療材料の
実勢価格が償還価格を上回る〝逆ざや〟
に関する問題への対応を検討するため、
製造販売業者や卸業者らから現状や価
格形成のメカニズムなどについて聴取
するとの方針を決めた。７月22日、厚
生労働省の提案を了承した。
秋以降に聴取を進め、必要に応じて
情報収集も追加する。聴取等の結果を
2028年度の診療報酬改定に向けた議論
の参考資料とすべく、2027年春にも内
容を取りまとめる計画だ。

価格引き上げの要因など精査へ
厚労省が同日の保材専で示した聴取
内容の骨子は３本柱で以下の計８点。

○実勢価格が償還価格を上回る製品の
現状
 実勢価格が償還価格を上回る製品

の特性及び傾向
 販売価格引き上げの要因
○価格形成のメカニズム
 製販業者と卸業者の取引の現状
 卸業者と医療機関/保険薬局の取

引の現状
 製販業者と医療機関/保険薬局の

取引の現状
 購入側との価格交渉の実態

○コストの透明性や原価開示の可能性
 費用構造の開示の実現可能性
 不採算品再算定の要望を提出でき

ない理由

厚労省は、〝逆ざや〟の要因に関する
考察として、「（A）総費用が償還価格
を下回る場合」と「（B）総費用が償還
価格を上回る場合」に分けて説明。
「（A）」の場合は販売側の利益が大きい
ことが要因で、寡占・独占状態が価格
交渉力を高くするため、「償還価格の

調整による解消は困難」と説明。「（B）」
については、総費用を償還価格に反映
できれば解決するが、総費用の把握が
課題となる。

医療機関の経営を圧迫
プラス改定の実感得られず
医療材料における〝逆ざや〟の問題
は、医療機関にとって負担でしかなく、
経営状況の改善を遅らせる一因となっ
ている可能性がある。都道府県病院協
会連絡協議会の議長を務める全日病の
猪口正孝副会長は、3.09%のプラス改
定の効果を実感できない要因の１つと
して医療材料に関する〝逆ざや〟をあ
げている（４面の記事を参照）。
保材専の委員からは、企業側に対し
価格決定の根拠などを厚労省に報告す
るよう求める意見などもあがっている。

製販業者や卸業者らへの聴取実施を了承
医療材料の〝逆ざや〟問題、情報聴取へ
中医協・保材専

⚫ 「がん、循環器病をはじめとした生活習慣病」は、死因の約５割、一般医療費の約３割を占めており、「栄養・食生活」も含めた対策が必要。他方で、健康寿命が
延伸し、死因に占める老衰の割合の増加に伴い、人生100年時代をよりよく生きるために「認知症対策」や「リハビリテーションの推進」も重要である。また、全
身の健康にもつながる「歯と口腔の健康」や就労やキャリア形成に影響を与える「更年期症状」など女性の健康課題への対策も求められている。

⚫ 健康寿命の更なる延伸に向けて、国民一人ひとりが自身の健康を「自分ごと」として捉え、主体的に健康づくりに取り組むことができるよう、健康リテラシーの向
上を図るとともに、行政や保険者等による能動的な介入を強化し、実効的な行動変容を促進する「攻め」の取組を具体化するため、６つの領域を重点領域として位
置づける。これらの取組により就労や地域活動への参画が促進され、社会保障を支える基盤の維持・強化につなげていく。

U . E . N . O. P l a n～攻めの予防医療厚生労働省関係施策～ 概要
:  U n d e r s t a n d ,  E x e r c i s e ,  N o u r i s h  a n d  O p t i m i z e  f o r  B e t t e r  H e a l t h

⚫ 令和８年度内に、生活習慣病（悪性腫瘍、心疾患、脳血管疾患、糖尿病など）
リスク低減のための食事のポイントをまとめた「食事ガイド」を作成し、国民
に周知

⚫ 早期診断・早期対応の社会実装に向けたモデル構築を進める
✓ 新たな検査技術（バイオマーカー）をモデル的に活用し、抗体薬投与の検査負
担軽減と早期の治療開始の実現を目指す

✓ （早期診断により）支援（福祉的支援・社会参加等）に早期につなぐ

⚫ リハビリテーションへの主体的な参加を支援するポータルサイト等の作成
⚫ 予防・医療・介護を通じた切れ目のないリハビリテーションの推進

がん・循環器病等

歯科保健

リハビリテーション

栄養・食生活

認知症

性差に由来するヘルスケア

＜認知症及び軽度認知障害（MCI）の高齢者数の将来推計（2040年）＞ 認知症：584.2万人 MCI：612.8万人

＜歯周病で治療を受けている患者数＞ 1,135万4,000人（男性445万4,000人、女性689万9,000人）

＜介護保険におけるリハビリテーションサービスの受給者数（令和７年）＞
通所リハビリテーション：60.0万人 訪問リハビリテーション：15.3万人

⚫ 希望する国民が毎年、歯科健診を受けられるよう、自治体・医療保険者の双方で、簡易検査ツー
ルを活用した方法を「簡易歯科健診」として位置づけ、制度化
• 自治体：歯周病検診を5歳ごとに拡大するとともに、節目年齢に関わらず、未受診者等に対して
簡易歯科健診等を実施する自治体を支援

• 職域：簡易歯科健診を推進する観点から、予防の取組実績に応じて医療保険者の負担金を加
算・減算する制度に簡易歯科健診を追加

（その他）
✓ 情報発信・普及啓発
✓ 受診勧奨・歯科保健指導等のマニュアル
✓ 職場における歯科医療機関への受診勧奨の強化（大臣指針の改正）
✓ 後期高齢者の歯科健診

健康寿命の延伸
社会保障制度を含めた
社会の支え手拡大

早早
期期
発発

見見

受受
診診
勧勧

奨奨

生活習慣病等の疾病リスク低減のための
わが国初の「食事ガイド」作成

＜食塩摂取量（令和６年） ＞
男性：10.5g/日、女性：8.9g/日 ※日本は主要先進国の中で食塩摂取量が最も多い。
＜野菜摂取量が350ｇ未満の者の割合（令和６年） ＞ 男性：73.8% 女性：78.0%

＜更年期症状を自覚し始めてから３か月以内程度で医療機関を受診した人の割合＞ 40歳代・50歳代で約１割（女性）

未受診者の原因究明と個人の就業状況に
応じた受診勧奨

＜がんの死亡者数（2024年）＞ 年間約38.4万人（男性約22.2万人、女性約16.2万人）
＜循環器病（心疾患及び脳血管疾患）の死亡者数（2024年） ＞ 年間約32.9万人（男性約16.3万人、女性約16.7万人）

⚫ 関係学会の協力を得て作成した更年期世代の女性を診療する一般診療医向けのガイダンス（※男性
中高年期の健康課題についても同様に作成）を用いて、研修等を通じて共通的な考え方を周知する
とともに、対応医療機関を検索可能とする取組を進め、適切な医療につなげる。

⚫ 心身の不調を抱える女性が、自らの症状や状態を記録するツールを開発するなどの取組を進める。
⚫ 「女性の健康総合センター」におけるデータ収集・分析機能の充実
⚫ 職場健診での問診票に女性特有の健康課題に係る質問を追加し、専門医への受診勧奨等を行う。

更年期世代の女性を診療する一般診療医向け
わが国初のガイダンス作成

科学的分析を活用したリハビリテーション
への主体的な参加への支援

がん
⚫ 令和10年までに受診率60％、精密検査受診率90％の達成
✓ 職場におけるがん検診の受診勧奨等の強化（大臣指針の改正）
✓ 保険者による取組を推進するため、事業者ー保険者連携の促進
✓ 自治体による職域を含めた受診状況の把握、未受診者への受診勧奨の徹底
循環器病
⚫ 令和11年までに特定健診受診率70％の達成及び受診勧奨の促進
✓ 特定健診等の生活習慣病に関する健診の受診促進
✓ 保険者による健診、職場健診、後期高齢者健診等の場を活用した積極的な受診勧奨
✓ 国立循環器病研究センターにおいて、情報の一元化及びポータルサイトを用いた情報発信

いわゆる国民皆歯科健診の具体化

新たな検査技術を活用し、早期診断・早期対応等を推進

＊令和９年度予算に関する事業の詳細については、今後の予算編成過程で検討。

共通した基盤となる取組 データヘルスを基盤とした「AI予防医療モデル」の構築
⚫ 保険者・地域の中小企業等における、がん・循環器病対策をはじめとした予防・健康づくりの取組
を推進するため、データヘルスを基盤とした「AI予防医療モデル」の構築・成果創出へ向けた保険
者へのインセンティブの在り方を検討する。

⚫ 個人インセンティブに係る取組の推進
⚫ 健康経営の視点にも立った「事業主・保険者連携」（コラボヘルス）の推進

（２面のつづき）
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全日病など計15団体で構成する日本
病院団体協議会（日病協）は７月30日、
包括払い病棟における高額な新型コロ
ナウイルス治療薬を出来高算定（包括
範囲外）へ戻すよう求め、厚生労働省
の上野賢一郎大臣宛の「新型コロナウ
イルス感染症治療薬の診療報酬上の取
扱いに関する緊急要望書」を同省の林
修一郎医療課長に手渡した。
新型コロナウイルス感染症治療薬が

地域包括医療病棟や地域包括ケア病棟、
精神科救急急性期医療入院料や精神療
養病棟入院料などにおいて包括対象と
なったことで、特に高齢者の救急や在
宅復帰、身体合併症を有する精神救急
を担う病棟で深刻な影響が生じると懸
念。「これらの病棟で院内クラスター
が発生した場合、医療機関は患者の命
を守るため、医学的適応に基づき高額
な新型コロナウイルス抗ウイルス薬
（患者１人あたり数万円～10万円程度）
を多数名に投与せざるを得ません」と
指摘し、必要な治療を行うほど医療機
関の負担が増大し、病院経営に重大な
影響を及ぼすと警鐘を鳴らしている。
新型コロナ薬については、厚労省が
５月28日付の「『令和６年度診療報酬改

定による恒常的な感染症対応への見直
しを踏まえた新型コロナウイルス感染
症に係る診療報酬上の取扱い等につい
て』等の廃止について」と題した事務
連絡を発出。薬剤料が包括される入院
料を算定する患者の場合でも出来高で
算定を認めていた特例措置を５月31日
で終了すると示した。

院内クラスター発生時の負担
「数百万円規模」
今回の要望書では、同決定を受けて
多数の病棟で院内クラスターが生じた
際の対応を念頭に、出来高算定できる
よう見直しを求めている。特に身体リ
スクの高い高齢患者の治療を担う病
院・病棟でのクラスター発生時に数百	

万円規模の薬剤費負担が生じる可能性
も指摘した。
本要望書によると、新型コロナ薬が
包括対象となっている入院料は、◇地
域包括医療病棟入院料◇地域包括ケア
病棟入院料◇回復期リハビリテーショ
ン病棟入院料◇療養病棟入院基本料―
など計19種類。
新型コロナ薬の取扱いについては、
2026年度の診療報酬改定を巡る議題と
して昨年12月24日の中医協総会で審議。
厚労省が論点として、包括入院料を算
定する患者に投与した場合に出来高算
定を認める特例措置を「終了すること
について、どのように考えるか」と提
示したのに対し、診療側委員が慎重な
取扱いを求めていた。

上野厚労大臣宛の緊急要望書を林医療課長に手交
「新型コロナ薬を包括入院料の対象外に」

日病協

全日病の副会長も務める都道府県病
院協会連絡協議会の猪口正孝議長（東
京都病院協会会長）は７月27日、25都
道府県の計30団体が参加する会合後に
記者会見を開き、2026年度の診療報酬
改定について「赤字を解消するには至
っていない」との認識を示した。主な
要因として、◇改定率の多くを占める
「ベースアップ評価料」は病院経営の
原資にならない◇物価の高騰が続いて
おり医療材料などの価格が保険償還価
格を上回る〝逆ざや〟の状態にある―
などをあげた。
同日は、参加団体が持ち寄った病院
の経営状況に関する最新データなどを
共有しながら意見交換したという。猪
口議長は、早ければ９月にも結果が出

てくる見込みの、全日病、日本病院協
会、日本医療法人協会の計３団体が実
施する病院の経営状況に関する調査の
内容を踏まえて、政府への要望事項な
どを検討するとの考えを示した。

「看護職の養成所がどんどん潰れる」
「サテライト要件の早急な提示を」
同日はこのほか、各団体における課
題についても協議。特に地方において
看護職の養成所が存続の危機に瀕して
いる状況を共有しつつ、統廃合を前提
とした〝サテライト化〟などの要件を
早急にまとめるよう厚労省に求める必
要があるなどの意見が出た。猪口議長
は、「看護職を確保したいという背景
は変わっておらず、ゼロにしてしまう

わけにはいかず存続させたいが難しい
状況」と説明。検討を急ぐよう求める
必要性に言及した。
厚労省は、「医療関係職種の安定的
な養成・確保に関する検討会」を開き、
大学や専門学校のあり方も含む医療従
事者の養成体制などについて検討中。
また、「2040年に向けた看護職員の養
成・確保の在り方に関する検討会」で
は今後、養成過程についても議論して
いく予定となっている。

「新たな地域医療構想」策定へ
「島嶼など小さい圏域は本土と合体」
同日は、厚労省が７月３日に公表し
た「新たな地域医療構想」を策定する
ためのガイドライン（GL）についても

意見交換。猪口議長は、「島嶼など、
これまでは１つの医療圏だったところ
が本土にくっつけて区域を作るような
流れがある」と明かし、注視する考え
を示した。
現状、GL公開から間もないため、
各地の動きは活発化していない。今後
は都道府県による構想区域の設定/再
設定など有益な情報が入り次第、横展
開して各地で活用してもらう予定だ。

2026年度改定で猪口議長「〝逆ざや〟など影響」
「赤字を解消するには至っていない」

都道府県病院協会連絡協

■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページを参照）
研修会名（定員） 期日【会場】 参加費 会員（会員以外）（税込） 備考

個人情報管理・担当責任者
養成研修会
ベーシックコース
� 42名

2026年９月10日（木）
� 10:00〜16:30

対面研修

� 14,850円（19,250円）（税込）

個人情報保護に関する知識を有し、職員らを指導できる人材の
育成が目的。個人情報保護に関する過去の問い合わせ事例など
について学ぶ講義を経て、グループワークで課題ごとの発表に
も取り組み、実践的な知識を身につける。参加者には「受講修
了証」を発行する。

保健指導士更新研修会
� 150名

2026年９月23日（水・祝）
� 13:00～17:05

Web研修

� 11,000円（税込）

全日病が認定する「保健指導士（AJHAヘルスマネージャー）」
及び「保健指導士/食生活改善担当者（AJHAヘルスマネー
ジャー/食生活改善担当者）」の認定継続要件（５単位）に該当
する研修会。当該認定は、2007年度から実施している「標準
的な健診・保健指導プログラム」記載の「健診・保健指導の研
修ガイドライン」に沿った特定保健指導に関する研修の修了者
が対象だが、上記資格を有していなくても受講可能。３年に１
度の開催予定となっており次回は2029年度になるため、ぜひ
お見逃しなく。

AMAT隊員養成研修
（�災害時医療支援活動に関する
研修）
� 100名

（実習研修はそれぞれの会場で�
� 50名ずつ）

eラーニング研修：
　2026年10月１日（木）
　　� ～12月31日（木）
（視聴可能期間）

実習研修：
　2026年11月１日（日）
� 9:30～17:00【東京開催】
　2026年12月13日（日）
� 10:00～17:30【大阪開催】

� 13,200円（35,200円）（税込）
� 55,000円（66,000円）（税込）

病院に勤務する医療従事者を対象に、全日病が組織する「災害
時医療支援活動班（All Japan Hospital Medical Assistance 
Team＝AMAT）」の隊員として災害発生時の被災地で活動す
るための内容で構成。eラーニング研修を受講した上で、実習
研修として災害医療活動の訓練を受ける。会員病院をはじめと
する民間病院や避難所の巡回診療、患者の病院間搬送、多様な
医療チームなどとの連携について学ぶ。2026年度は厚生労働
省「災害医療チーム養成支援」の補助金対象のため、参加費が
通常よりも割安となる。修了者には後日、AMAT隊員登録証
と「AMATベスト」を配布する。既存のAMAT隊員は、受講に
より登録を更新できる。

個人情報管理・担当責任者
養成研修会
アドバンストコース
� 42名

2026年11月12日（木）
� 10:00〜16:30

対面研修

� 25,300円（29,700円）（税込）

医療機関の個人情報保護管理責任者もしくは担当者が対象。個
人情報保護に関する事例検討を中心とした応用的な内容を学
ぶ。弁護士３名を招聘するオリエンテーションとグループワー
クで構成し、同「ベーシックコース」では学べない個人情報保
護法の解釈についてなど、より深い議論も行う予定。参加者に
は「受講修了証」を発行する。

厚労省を訪問した日病協の議長を務める
全日病の神野会長（中央左）、
全日病福井県支部の池端支部長（同副議長、左）、
全日病の津留常任理事（同診療報酬実務者会議委
員長、右）


